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	「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの見直し・充実に関するＷＧ」開催要綱（案）
	１　目的 
	本ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、「ＩＣＴサービス安心・安全研究会」（以下「親会」という。）の下に設置されるＷＧとして、消費者保護ルールの見直し・充実について、より専門的な観点から検討することを目的とする。
	具体的には、業界団体による自主基準の遵守不徹底や業界団体未加入事業者の存在等により、自主的な取組による効果が十分に上げられていないと認められる事項について、法的な枠組等による対応の検討を行い、必要な制度・規律の在り方などを検討する。
	２　名称 
	　　本ＷＧは、「消費者保護ルールの見直し・充実に関するＷＧ」と称する。
	３　検討事項 
	　利用者が安心・安全に電気通信サービスを利用できるために必要な消費者保護ルールの見直し・充実
	４　構成及び運営 
	(1) 　本ＷＧの構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。
	(2) 　本ＷＧには、主査及び主査代理を置く。
	(3) 　主査は、親会座長が指名することとし、主査代理は主査が指名する。
	(4) 　主査は本ＷＧを招集し、主宰する。また、主査代理は、主査を補佐し、主査不在のときは、主査に代わって本ＷＧを招集し、主宰する。
	(5) 　主査は、必要があるときは、必要と認める者を本ＷＧの構成員又はオブザーバーとして追加することができる。
	(6) 　主査は、必要があるときは、外部の関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。
	(7) 　その他、本ＷＧの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。
	５　庶務 
	　　本ＷＧの庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政課がこれを行うものとする。
	「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの見直し・充実に関するＷＧ」
	構成員・オブザーバー
	（敬称略・五十音順）
	【構成員】
	　
	明治大学法学部教授
	　
	東京大学大学院工学系研究科教授
	　　
	株式会社野村総合研究所上席コンサルタント
	　たま
	主婦連合会
	　
	老テク研究会事務局長
	　
	弁護士
	　
	東京大学大学院法学政治学研究科教授
	　
	全国地域婦人団体連絡協議会事務局次長
	　
	立教大学法学部教授
	　
	中央大学総合政策学部教授
	電気通信サービス向上推進協議会事務局長
	　　
	弁護士
	　
	駒澤大学法科大学院法曹養成研究科教授
	【オブザーバー】
	　
	（一社）日本インターネットプロバイダー協会
	インターネットユーザー部会部会長
	　
	（一社）電気通信事業者協会
	消費者支援委員会委員長
	　
	（一社）テレコムサービス協会
	サービス倫理委員会委員長
	　
	（一社）日本ケーブルテレビ連盟
	管理部担当部長

